第１６回大阪府新公会計制度アドバイザリー会議　議事要旨
日　時：平成２２年１０月２９日（金）１０時から１２時０５分
場　所：新別館北館５階　共用会議室４
出席者：新公会計制度アドバイザー（小幡寛子氏、清水涼子氏）

会計局長ほか、新公会計制度グループ員５名、財産活用課１名

◎アドバイザーの主な意見
【減損会計について】

· 減損の兆候の把握については、土地と建物は一体のものとせず、個別に判定することが適当である。

· 減損の兆候を把握する指標に関しては、建物は完成後の利用率等で良いが、土地は、上物の建物が完成するまでは事業の計画的な進捗とし、完成後はその利用率とすることが適当である。

· 施設の使用停止時に、土地については、別の行政目的での使用計画がある場合は減損を認識せず、使用計画がない場合は減損を認識する。建物については、行政目的の変更があった場合も含めて減損を認識するとの考え方で問題ない。

· 注記で、減損の対象となる土地、建物及び工作物等の種類については、貸借対照表の科目で分けて記載することが適当である。

· 減損の兆候を把握する指標の設定に当たって、当初計画の数値目標が現状と乖離しているような場合は、見直すことも必要と考えている。

【棚卸資産について】

· 棚卸資産の取得原価に計上する項目で、支払利子については、諸条件（事業との関連性が明確、利率が適正、原価算入は開発完了まで、正常の期間の利子など７項目）を満した上で、統一的に行うことが必要である。

【その他】

· ＰＦＩ事業のうち、ＢＯＯ方式で整備した施設については、固定資産として計上しないということで了解。

※ＰＦＩ・・・民間資金等の活用による公共施設等を整備する手法
　ＢＯＯ・・・ＰＦＩ事業のひとつで、民間事業者が自らの資金で公共施設等を建設し、維持管理・運営を行い、所有権も維持する形式
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